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インドにおける持続可能な開発のための
伝統的農業：SATOYAMAのアプローチ

福島から次世代へ！国外へ！オーガニックコッ
トンで想いをつなげるプロジェクト step2

 インド

 福島県

活動地域

活動地域

焼畑に関する
学術論文集編纂論文数 12 編
主催イベント
参加者数（延べ数） 約140 人

今年度計画の達成度 90 ％

目標達成度 70 ％

参加大学生 39 人
ネパールでの
チャルカ伝授 7 人

今年度計画の達成度 80 ％

目標達成度 80 ％

調査研究

ひろげる助成

2年目

実 践

復興支援助成

2年目

活動内容と成果
① 北東インドの焼畑に関する学術論文集を完成させ
た。編纂委員会メンバーと論文執筆者とのワーク
ショップを開催（対面とオンライン）して論文の質
を高める。エクスカーションで農家と知識交流
② 焼畑に関するドキュメンタリーを地元のユースを
動員して撮影し、英語版と日本語字幕版の短編ビ
デオを作成した
③ ナガランド州ズニボト町で「焼畑マーケット」を開
催。9村から農家100名が25の「露店」を出店。栽培
する66種類の作物を持ち寄り、焼畑の農業生物多
様性が記録された

活動内容と成果
コットン栽培に関わった大学生たちは、学園祭での
活動紹介ブースの設置とコットンアイデアコンテス
トの運営、エコプロダクツ2021会場内でのプロジェ
クト説明と糸紡ぎ体験講師役といった、本事業の
様々な場面で活躍を見せてくれた。10月に付属高校
生がコットン畑に来た際には、プロジェクト説明を
行い、本プロジェクトの意義を同世代の若者たちに
伝えた。さらに、ネパールの女性たちに対しても、現
地協力者とコラボしてオンラインでの説明を留学生
自身の手で行い、糸紡ぎの手法と併せて本プロジェ
クトの取組み内容やその意義を伝えた。

課　題
焼畑をはじめとする伝統的土地利用には、北東イン
ドで育まれた知的財産が詰まっているが、誤った固
定観念と農村からの人口流出による消滅・劣化が懸
念される。

目　標
伝統的な農業が、生物多様性の保全や持続可能な開
発を達成する手段としての役割を果たせるよう、伝
統的な農業に対する正しい知識が広がる。

課　題
東日本大震災後の福島浜通りでは復興が進む反面、
震災体験の風化が進み、若い世代との学びや教訓の
共有には大きな課題が残る。さらに地域外や国外で
はなおさらである。

目　標
福島と地域外、特に国外の若い世代を対象とした東
日本大震災とその後の環境配慮型の取組みを通した
学びの共有が、若者自身の手で進められる。
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焼畑マーケットでの栽培作物調査焼畑マーケットでの栽培作物調査

コットン畑での収穫作業コットン畑での収穫作業

ワークショップ参加者とワークショップ参加者と
農家との交流農家との交流

エコプロ会場での講師役は大学生エコプロ会場での講師役は大学生

今年度完成した学術論文集を使い、当該地の伝統的農業である焼畑（Jhum）につい
ての正しい理解を広める。タイ・カレン族の焼畑を視察し、土地利用の文化・伝統
の継承について知識交流を行う。

大学側としても地域連携の先進的事例として高い評価を下していることから、こ
の形での大学との連携は継続可能であると考える。さらに、幅広い若者たちへのア
プローチを今後は検討していきたいと考えている。

今後の
展望

今後の
展望

苦労した点と工夫した点

苦労した点と工夫した点

■苦労した点
新型コロナウイルス禍の中で人が移
動したり集まることが制限される
中、知識交流をどう進めるか。

■工夫した点
近隣地でイベントを開催する、オン
ラインを活用する、州内の先進地を
探し視察するなど、移動・集合を減
らした知識集積を図った。

■苦労した点
新型コロナウイルス禍の中で、ネ
パールの女性たちとの交流事業は現
地への渡航を行わずに進める形に方
向転換せざるを得なかった。

■工夫した点
カトマンズ在住日本人の協力を得
て、現地の状況の変化に応じて事業
実施の時期を探りインターネットで
繋いで交流することとした。
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